
■議題（２）グリーン製品・サービスの需要喚起策について

委員名 ご意見・ご質問

下田　吉之

　ここで言う「グリーン製品・サービス」としてどのようなものがあるのか？CFPが出てくるので、機能は同じだが素材や製造過程が異なる製品か？具体的に例示
してほしい。
　政府や企業は制度の影響が大きいと思うが、家計はグリーン製品・サービスのブランディングが重要。「クールビズ」に匹敵するような心に響くネーミングと、
ロゴのデザインが重要だと思う。同時に影響評価報告書の情報発信も含め、温暖化問題を自分事として取組む意識の醸成が欠かせない。また、住宅断熱と健康のよ
うなコベネフィットの訴求も重要。

有村　俊秀

・脱炭素に関しては、カーボンプライシングで適切な価格が設定されれば、自然と脱炭素製品が選択されていくと考えられる。しかし、それ以外の環境負荷や、
カーボンプライシングの価格が適切につくまでは、なんらかの施策が必要であると考えられる。
・環境経済学には、選択型実験の研究を含めて消費者の環境価値評価に関する学術研究が多数ある。それらを活かした施策を検討すべきでは。環境研究総合推進費
でもそのような研究があるのではないだろうか（なければ実施されるべきである）。マーケティングも含めて、それらの専門家をまとめた検討会を作るべきだろ
う。
・環境省の事業で、様々な取り組みを評価するのであれば、ランダム化比較試験（RCT：Randomized Controlled Trial）を実施して、何が本当に効果をあるかを検
証すべきであろう。

亀山　康子

　「グリーン製品の需要創出等によるバリューチェーン全体の脱炭素化に向けた検討会」の中間報告を読ませていただき、多くを学びました。検討会委員の皆様の
ご見識に敬意を表します。記載内容に深く賛同します。
　本件において、最終消費者の消費者行動は最重要課題で、だからこそ今回も意見が求められているわけですが、難しいですよね。
　その中で、資料の中でp.19にあるように個人カーボンアカウント関連のアプリを普及させ、個人の排出量を何グラム以下に抑えられるとポイントが付く等、温暖
化に関心がない人でも楽しめるものが、薄く広く広めていくには効果的と思います。
　また、国のカーボンプライシング動向が不透明な状態ですが、プライシングの必要性を主張する意見を的確に取り上げるべきです。温室効果ガスを排出するとい
う行為に対して適正な価格付けがない限り、消費者行動を促すことは困難でしょう。現時点ではガソリン税の件に象徴されるように、脱炭素に向かう世界の潮流と
逆行しているのが日本のスタンスで、それを指摘する声がかき消されているのが残念です。
　スライドP.8 囲みの中「グリーン製品（名称は要検討）」とありますが、私も「グリーン製品」という名称は気になりました。ここでは単に温室効果ガス排出量
の観点から評価しており、自然保全など、他の環境価値については考慮されていません。すでにある「デコ活」に合わせて「デコ活製品」などはいかがでしょう
か。

中央環境審議会地球環境部会（第154回）　事前意見
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小西　雅子

・スライド４以降　　GX投資が進みつつあり、スコープ1の排出規模が大きい事業者の脱炭素投資が促進されることが想定されることは、GX推進法による大いなる
効果といえます。さらに先行企業がスコープ３に焦点を当てた新たなフェーズの排出削減に取り組みつつあることは、非常に良い方向性ですね！
　確かにデマンドサイドにおける脱炭素を志向する市場が形成されることは必要ですが、ＢｔｏＣ需要が不透明であることが課題と指摘されています。
　しかしそもそもグリーン製品の価値を高めるには、炭素価格が十分なレベルにあることが第一義ではないでしょうか？　炭素価格が削減したい排出量に照らし合
わせて十分であれば、それは製品に上乗せされてデマンドサイドの購買動向へ影響を及ぼすことになります。そうなれば、おのずと川中の企業も消費者も購買行動
が変わるのではないでしょうか？
　そのことについての記述がなく、かつ想定されておられる炭素価格が記述されていません。これからGXETSも2026年度から本格的に始まり、2028年度からは賦課
金が導入され、さらに2033年度からは発電部門で有償オークションが始まりますが、その際にどの程度の炭素価格を想定されての議論であるか、ご説明くださいま
すと幸いです。
　また炭素価格が予見可能性をもって、段階的に上がっていくことが示されれば、より川上の企業への脱炭素投資のインセンティブとなり、社会的にも受容される
のではないでしょうか？　その際の移行期に、その脱炭素投資への理解を得るために、グリーン製品の需要喚起、という前提での議論でしょうか？　前提について
ご説明いただけますとありがたく存じます。
　また同じ製品で、製造方法によって炭素排出量が大きく異なる場合、より低排出な製品へのシフトを促すようなグリーンインセンティブのつけ方も検討に入って
いるのでしょうか？資料からはよく読み取れなかったのでお聞きしております。

・スライド６＆７　施策Aが最優先で取り組むべきとの結論ですが、最終消費者の行動を変容させることは容易ではないことはこれまでの国民運動の結果からも示
唆されています。そこだけにフォーカスあてることが最優先であるかに疑問を感じます。
　脱炭素化が目的ですから、大量排出する企業の変容が最も重要であり、その行動変容には、機関投資家からのプレッシャーが最も効果的であるのではないでしょ
うか。その点についての施策は検討されないのでしょうか？　企業の変容は、リスクとチャンスで動きます。その主要なリスクとして、国内外から機関投資家の動
きを分析して、相乗効果を上げる施策を考えるのが効果的ではないでしょうか？

スライド８～１０
　グリーン製品の評価・表示スキームは、一歩間違えるとグローバルに見た場合には、グリーンウオッシュとみなされかねないリスクを抱えているのではと思いま
す。そのためにも、上記の前提をしっかり打ち出すことが必要ではないかと思っております。そのうえで、もし移行期の脱炭素投資の回収としてのグリーン製品の
需要喚起ならば、きちんと説明責任を果たせるようなスキームにしていくべきではないかと存じます。
　これから産業ごとに検討されていくと思いますので、消費者教育に留まらない、グリーン製品の需要喚起策となることを願っております。
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田中　里沙

・環境製品の機運醸成（市場普及）に参考になる事例として、複数の企業の取り組みはありますが、製品そのものの魅力に加えて環境貢献の可視化や新たな付加価
値の提供が鍵となっています。

ユニクロ（株式会社ファーストリテイリング）：衣料品回収「RE.UNIQLO」
顧客から不要な衣類を回収し、ダウンジャケットなどの新しい製品にリサイクルする取り組み。単なる製品販売にとどまらず、顧客を巻き込んだ「循環」のプロセ
スを構築して、環境貢献を実感できる仕組みを提供しています。

サントリーグループ：「またあえるボトル」プロジェクト
ペットボトルにリサイクル素材や植物由来素材を100%使用し、資源の循環利用を推進しています。「またあえるボトル」というネーミングで親しみやすさを演出し
て具体的なCO2削減効果を打ち出すことで、環境への配慮を伝えています。

・環境省はじめ政府が推進してきた環境ポイントも一定の成果があり、有効と感じます。しかし、環境負荷低減効果の算定や、より効果の高い行動への誘導など、
制度設計には多面的な配慮が必要です。

・環境に良い、「正しい」ことが受け入れられるかどうかは難しいところです。接点を広げていく、接点を掘り下げていくようなコミュニケーションを実施してい
くことが大切であると感じます。

以上宜しくお願い致します。

林　鉄兵

　グリーン製品・サービスの開発促進や需要の拡大はカーボンニュートラルの実現に向けて消費者としての国民一人ひとりが自分事として捉え、参画するために必
要なことと承知しています。一方で、中小・零細企業ではカーボンニュートラルに貢献したいものの、経営資源が限られるため製品・サービス開発が十分に行えて
いないことも想定されます。こういった意欲ある企業が取り残されないよう、製品・サービスの排出量見える化・削減支援事業を幅広く周知していただくようお願
いします。
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P4の末尾にある「各企業の積極的・継続的な脱炭素投資が行われるような市場の創出を目指すことが必要」との指摘は正鵠を得ており、全く異論がない。そうした
なかで、グリーン製品・サービスの市場創出に向けて、具体的にどう取り組むかが重要であり、以下の3点が主要な論点と考える。

(1)排出削減価値を反映した新たな製品概念の定義が必要
・一般的には、グリーン製品は他の製品と比べてCFPの絶対値が低いものと捉えられていると認識するが、この捉え方では排出削減のインセンティブにはならな
い。
・脱炭素のためには、CFPを従前より下げる取組を奨励することが重要であり、排出削減価値を反映した「GX製品」という新たな概念整理が必要と考える。
・「グリーン購入法」においては、既にこうした概念整理が進んでおり、追加性（新たな脱炭素投資による追加の排出削減）の有無の観点から、いわゆる「グリー
ンス　チール」を「GXスチール」と一般的な電炉鋼材に仕分けられた考え方は、大いに参考にすべきと考える。

(2)「GX製品」の市場創出に向けた取り組みの必要性
・P9で指摘されているように、既存製品と性能が変わらないものの、排出削減価値を実現するため抜本的なプロセス転換を伴うこと等により高コストとなる場合が
ある。特に鉄鋼・セメント・化学原料等素材、さらにはSAF燃料が正にそうであり、電力もそう。
・こうした既存製品と性能が変わらないものの、排出削減価値を実現するために高コストとなってしまう「GX製品」の市場創出が、最大の課題。性能が変わる（改
善する）物、あるいは高コストにならない物は、正に市場原理により市場が形成されるため、政府が対策を論じる必要がない。
・また、こうした「ＧＸ製品」はhard to abate産業が製造される製品であることが多く、脱炭素を確実に進める観点からも、こうした「ＧＸ製品」の市場創出に
政府として取り組む意義は充分にあると考える。

(3)市場創出のためのステップ論
①公共調達による優先購入
・これは、GX2040ﾋﾞｼﾞｮﾝにも記載されている項目であり、民間需要創出に先鞭をつける観点から、先ずもって取り組むべき施策と考える。
・具体的には、自らの製品が「グリーン購入法」の対象となるよう努力する企業に対して、関係省庁の連携により予算措置を伴う施策が具体化されることに、期待
している。
②支援的措置
初期段階では、公共調達による優先購入とあわせて、需要の火付け役としての的確な支援措置が重要。環境省が取り組まれているいくつかの施策も大いに評価。
③規制的措置
・最終的には規制・制度を導入する必要性は認識しておくべき。
・その代替的・段階的措置として、P9の議論があるものと想定。P9の議論を行うことは極めて重要であり評価するところ。但し、鉄鋼・セメント・化学原料等素材
の「GX製品」を対象とした対策としては、P7の検討をバリューチェーン全体における削減価値＝削減コストの共有環境の制度的確立という議論にまで深化させる必
要がある。
・あわせて、削減価値の見える化とその情報伝達の仕組みとインフラも整備していく必要がある。
・経済産業省においても「GXリーグのあり方研究会」で、同趣旨の議論が始まっており、今回提案された検討の場での議論と、GXリーグでの議論が相互に刺激を与
えあい、かつ相互に補完・総合化され、速やかに具体的な措置等が成案化されることを大いに期待したい。

船越　弘文
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江守　正多

　環境意識の高い消費者に性能の変わらないグリーン製品の購入を促すという基本的な考え方に強い違和感がある。
　性能が変わらないのに価格が高いものを購入するのは、実質的には「寄付」に等しいと思う。社会システムの変革に必要なコストを意識の高い人の寄付に頼ると
いうのは、政策として健全なのであろうか。
　また、高所得者でも環境意識が高くなければ負担しなくてもよく、低所得者でも環境意識が高ければ負担する（もしくは余裕が無くて負担できなければそのこと
に罪悪感を覚えるかもしれない）という構造は不公正であると思う。
　政策のデザインは専門外なので以下は素人意見であるが、グリーン製品の追加コストは、性能が変わらないのであれば、グリーンではない製品にも一律に広く薄
く転嫁した方がよいのではないか。それによって、グリーン製品を製造していない（もしくは割合が低い）メーカーとの価格競争力が問題になるのであれば、カー
ボンプライシングによって解決されるべきではないか。また、製品の値段が一律に上がることで国民負担が問題になるのであれば、低所得者に対する補助などで緩
和すべきではないか。あるいは、シェアリング、リース等を進めることによって、その製品製造への依存を社会全体で下げることによる緩和を志向すべきではない
か。
　より一般的に言えば、脱炭素社会への移行においてどうしても追加コストがかかる部分について、そのコストの分配に係る政策は、公正性を十分に考慮して検討
されるべきと思う。個人的な意見としては、社会全体で広く薄く支えることを基本として、負担能力の小さい人たちや排出の責任が小さい人たちを補助する仕組み
で補完するのがよいと思う。

山崎　直子
　消費者の商品選択における意識醸成が大切であることに同意します。グリーン製品の評価・表示スキームの透明性を図り、消費者及び製品提供者双方からの相談
窓口の充実、実証事例の積み重ねと情報展開が大切と考えます。
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　まずもって、政府におかれましては、自動車分野のGXに向けて格別のご支援をいただいていることに厚くお礼を申しあげます。マルチパスウェイ戦略のもと、誰
一人取り残さないカーボンニュートラルを自らの社会的使命とし、実現に向けた取り組みを進めてまいる所存です。
　今回の資料では、供給側のGX投資を長期的・継続的なものとするための施策の一つとして、特に、「政府・企業・消費者におけるグリーン製品需要の喚起」に着
目して、グリーン製品等の評価・表示スキーム、モデル実証事業などの短期的な施策をご提案いただきました。
　実際のBtoC市場では、消費者の皆様に、環境価値の評価、グリーン製品などをお届けしても、必ずしもお選びいだだけていない場合がある点が課題であると認識
しております。例えば、「グリーン製品の需要創出等によるバリューチェーン全体の脱炭素化に向けた検討会の中間とりまとめ」(令和7年9月)を拝見しましても、
10頁の右下に、「消費者の意識醸成に向けた壁は複数あり」、「単なる関心ではなく購買に繋がる危機感・問題意識の醸成が重要」などのご指摘がありました。
　私見となりますが、需要側、すなわち日本の国民・消費者の皆様に、CO2排出削減が喫緊の課題であり、自分事として取り組まなければならないとの危機感・問
題意識がどの程度浸透しているのかについて、事実を把握することが必要であると思います。
　例えば、令和7年10月公表の内閣府の「気候変動に関する世論調査」によれば、「脱炭素社会の実現に向け、一人一人が二酸化炭素などの排出を減らす取組につ
いて」との問いに対して、「取り組みたい」と答えた方は、89.2％と、令和５年７月調査から1％ポイント減少。一方、「取り組みたくない」と答えた方は、9.7％
と、令和5年7月調査より、1.7％ポイント増加となっています。
　自動車に関する個々人の取り組みとして、「電気自動車などのエコカーの選択やゆっくり加速・減速などのエコドライブの実践」という問いがあります(複数回
答)。これについて、「現在取り組んでいる」、「今後新たに取り組んでみたい」(今後については、現在取り組んでいる項目は選択不可)と答えた方が各々、
16.％、19.1%で、令和５年７月調査と比較して、各々、0.6％ポイント増、2.3％ポイント減という状況です。
　排出削減に向けた個々人の取り組みが必要と考える方が約９割おられても、例えば電気自動車などのエコカーの選択、エコドライブという「行動」に移している
方、意向のある方は、合わせても３割強ということから、問題意識から行動変容の間に依然として課題があると認識しています。
　グリーン製品の需要を喚起するためには、供給側の起点の評価・表示スキーム、モデル実証事業だけでなく、国民・消費者の皆様の気候変動に関する危機意識の
一層の醸成と、それを行動変容に結び付けるために、周知を含め、何をどこまでやるのかについて、適切な審議会等の場でしっかり議論していくことが必要である
と考えております。
　足元、物価問題など経済対策が大きな課題となっている中で、国民・消費者に、グリーンな製品・サービスに対して積極的に追加の負担をしていただくことは、
実際のところ、非常に厳しい状況であると認識しています。
こうしたことも踏まえますと、グリーン製品の需要喚起のため、見える化、表示・評価のためCO2排出のデータ整備、提出に取り組む必要があることは認識してお
りますが、これだけでは消費者・お客様の行動変容を促すことが難しいと考えております。是非とも、この点について審議会での議論を深めていただければと思い
ます。
　次に、自動車産業からみて上流部分について、意見を述べさせていただきます。自動車のLCAでの排出削減には、エネルギーと素材のグリーン化が不可欠です。
これに向けた取り組みの一つとして、例えば、材料製造段階では、日本市場において政府が推進する「GX推進のためのグリーン鉄」製品の採用を2025年から開始し
ております。
　こうした取り組みをご支援いただく一環として、CEV補助金制度において、「CFP低減が国際的に認められることを前提として、GX推進に向けた鋼材の導入に関す
る自動車メーカーの計画・取組を評価」(令和7年11月 GX実行会議専門家WG分野別投資戦略における各論整理62頁)いただき、補助金額を加算する措置を2025年から
創設いただいたことは、大変 ありがたいことと考えております。
　鉄鋼だけでなく、様々なグリーンな素材を採用して、お客様にお届けし、お選びいただくためには、まず、GHGプロトコル、ISO、SBTiなどの国際的な基準・ガイ
ドラインにおいて、こうした取り組みが、Scope3 Category1に反映できるようにしていただくことが必要であると思います。日本の制度だけでなく、国際的なルー
ルにも合致することで、日本のお客様だけでなく、海外のお客様にも、ご理解いただけると思います。日本自動車工業会としても国際調和について働きかけを行っ
てまいりますが、日本政府からの一層のご支援をお願いしたいと存じます。

山戸　昌子
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